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(57)【要約】
　本発明は、一般的には付加製造によって三次元物体を
製造する分野に関する。特に、本発明は、三次元物体の
製造に使用する粉末造形材料を移送する方法と装置に関
する。空間から空間へ材料を移送すると同時に、両空間
の間の気体交換に影響を与える（特に、それらの空間の
間の気体分離を維持する）ための、簡単で、動作の安定
性が高く、保守の不要な解決策を提供するために、造形
材料によって粉体コラムを形成することが提案される。
この粉体コラムは、気体交換に影響を与える、特に、両
空間の間の気体交換を防止する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　付加製造のための方法であって、付加製造のために粉末造形材料を製造設備（１）の第
１空間（８；２）から第２空間（２；１０）に移送し、これらの空間内の雰囲気は互いに
異なっており、造形材料は両空間の間の気体交換に影響を与える粉体コラム（１１）を形
成し、粉体コラム（１１）の高さは気体交換に影響を与えるために適切に変更可能であり
、
その際に、粉体コラム（１１）の高さは両空間の間の気体交換を妨げるために調整される
か、
又は
粉体コラム（１１）の高さは両空間の間の気体交換を可能にするために変更される、
方法。
【請求項２】
　粉体コラム（１１）の高さが監視される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記移送が製造設備（１）に粉末を供給するために用いられ、造形材料が製造設備（１
）のプロセスチャンバ（２）内に移送される、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記移送が製造設備（１）からの粉末処分のために用いられ、造形材料が製造設備（１
）のプロセスチャンバ（２）から移送される、請求項１～３のいずれか一項に記載の方法
。
【請求項５】
　造形材料の移送が製造設備（１）の運転時に行われる、請求項１から４のいずれか一項
に記載の方法。
【請求項６】
　付加製造のための製造設備（１）であって、第１空間（８；２）と第２空間（２；１０
）を有し、前記両空間は互いに異なる雰囲気を含むように設計されており、さらに粉末造
形材料を第１空間（８；２）から第２空間（２；１０）に移送するための移送装置（７；
９）を有し、前記移送装置（７；９）は、両空間の間の気体交換に影響を与える粉体コラ
ム（１１）を造形材料が形成するように設計されており、粉体コラム（１１）の高さはこ
の気体交換に影響を与えるように適切に変更可能であり、
その際に、両空間の間の気体交換を妨げるために粉体コラム（１１）の高さが調整可能で
あるか、
又は
両空間の間の適切な気体交換を可能にするために粉体コラム（１１）の高さが変更可能で
ある、
製造設備（１）。
【請求項７】
　付加製造のための製造設備（１）又は粉末造形材料を処理するための設備の第１空間（
８；２）から第２空間（２；１０）に粉末造形材料を移送する方法であって、これらの空
間内の雰囲気は互いに異なっており、造形材料は両空間の間の気体交換に影響を与える粉
体コラム（１１）を形成し、粉体コラム（１１）の高さは気体交換に影響を与えるために
適切に変更可能であり、
その際に、粉体コラム（１１）の高さは両空間の間の気体交換を妨げるために調整される
か、
又は
粉体コラム（１１）の高さは両空間の間の気体交換を可能にするために変更される、
方法。
【請求項８】
　付加製造のための製造設備（１）又は粉末造形材料を処理するための設備の第１空間（
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８；２）から第２空間（２；１０）に粉末造形材料を移送する移送装置（７；９）であっ
て、これらの空間内の雰囲気は互いに異なっており、造形材料は両空間の間の気体交換に
影響を与える粉体コラム（１１）を形成し、粉体コラム（１１）の高さは気体交換に影響
を与えるために適切に変更可能であり、
その際に、両空間の間の気体交換を妨げるために粉体コラム（１１）の高さが調整可能で
あるか、
又は
両空間の間の気体交換を可能にするために粉体コラム（１１）の高さが変更可能である、
移送装置（７；９）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般的には付加製造によって三次元物体を製造する分野に関する。特に、本
発明は、三次元物体の製造に使用する粉末造形材料を移送する方法と装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　付加製造法は従来技術により公知である。その例としてレーザー溶融、マスク焼結、ド
ロップオンパウダー／ドロップオンベッド、ステレオリソグラフィー及び同種のものがあ
る。この場合、物体の造形は通常、層状に適用された造形材料を選択的に固化することに
よって行われる。そのような積層造形プロセスを実施する設備は、ラピッドプロトタイピ
ングシステムとも呼ばれる。これらの積層造形法は、樹脂、プラスチック、金属又はセラ
ミックなどの固化可能な材料から層状に造形された構成要素を製造するために用いられ、
例えば技術的プロトタイプの製造のために使用される。この場合、付加製造法を用いてＣ
ＡＤデータから直接三次元物体を製造することができる。
【０００３】
　そのような積層造形法では物体の造形は層状に行われる。即ち造形材料の層は連続的に
上下に重なるように適用される。それぞれの次の層を適用する前に、それぞれの層内で製
造されるべき物体に対応する箇所が選択的に固化される。この固化は、例えば、通常は粉
末造形材料を放射源によって局所的に加熱することによって行われる。放射を的確に適当
な方法で所望の領域に導入することによって、正確に定義された、任意の種類の物体構造
を生成することができる。この場合、層の厚さも調整可能である。そのような方法は、個
別的に形成された複数の薄い層を連続して生成することによって、特に三次元物体の製造
に使用可能である。
【０００４】
　物体の製造において使用される粉末造形材料は少なくとも１回、しかし通常は数回、あ
る場所から、空間的に離れた別の場所に、或いは言い換えればある空間から別の空間に移
送されなければならない。これは積層造形設備自体の内部の移送だけでなく、造形材料を
処理するための、即ち分級、混合、洗浄、乾燥などの二次プロセスに使用するための設備
内での移送、即ち屋外での使用の両方にも該当する。特に重要なのは、特に三次元物体の
層状造形が行われるプロセスチャンバの充填及び放出の際に、積層造形設備へ粉末を供給
する目的で造形材料を移送することである。
【０００５】
　空間（例えばプロセスチャンバ、貯蔵タンク、供給菅及び排出管など）はしばしば異な
る雰囲気を有する。言い換えれば気体の組成、温度、湿度、圧力などは各空間で異なり得
る。従って、例えば第１空間には通常の空気が存在し、第２空間には乾燥空気又は不活性
気体が存在することもある。この場合、これらの空間内には窒素のような比較的安価な気
体が存在することもあるし、更にアルゴンのような高価な気体が存在することもある。こ
のような場合は空間の変更は常に雰囲気の変化を伴う。従って、例えば雰囲気の汚染又は
高価な気体の損失を回避する目的で、個々の雰囲気の混合を防ぐために、これらの空間の
気体分離が必要とされる。この場合の目標は、１００パーセントの気体分離を達成するこ
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と、即ち雰囲気の混合をできるだけ完全に防ぐことである。実際には、設備の運転という
観点で重要な気体交換が行われない、若しくは両空間の間の気体交換が許容値を超えてい
ないことを確認すれば十分であることが多い。
【０００６】
　空間の気体分離を維持しながら空間から空間への材料の移送を実施するために、従来技
術から種々の回転弁のような様々な気閘（Schleusen）構造及び／又は密封構造、例えば
ロータリーフィーダ、フラップゲートバルブ、及び極めて多様な構造のバルブが知られて
いる。これらすべての解決策は構造的に複雑であり、特に信頼性の高い気体分離が必要な
場合はそうである。さらにそれらは追加的に必要とされる、たいてい可動な機械的コンポ
ーネントとして、システム全体の故障率を高める。粉末造形材料は、気閘の可動部分の間
に沈殿して動かなくする可能性がある。清掃又は修理が必要な場合は気閘を取り外さなけ
ればならず、そのために積層造形設備の運転を中断しなければならない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　それゆえ本発明の目的は、空間から空間へ材料を移送すると同時に、特にそれらの空間
の気体分離を維持しながら、両空間の間の気体交換に影響を与えるための、簡単で、動作
の安定性が高く、保守の不要な解決策を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この目的は独立請求項に記載された方法と装置によって達成される。本発明の有利な構
成が従属請求項に記載されている
【０００９】
　この関連において保護が請求されるのは、
－そのような材料の移送が行われる付加製造法（請求項１）、
－そのような材料の移送が行われる付加製造のための製造設備（請求項８）、
－付加製造設備又は粉末造形材料の再生設備において粉末造形材料を移送する方法（請求
項９）、
－付加製造設備において粉末造形材料を移送するための移送装置（請求項１０）、に対し
てである。
【００１０】
　方法に関連して以下に説明される利点及び実施形態は、本発明による装置にも準用され
、逆もまた同様である。
【００１１】
　本発明の本質的な着想は、造形材料を一方の空間から他方の空間へ移送する間に、両空
間の間の気体交換に影響を与える粉体コラムを形成させることである。この場合、粉体コ
ラムの高さは、この気体交換に影響を与えるように適切に変えることができる。両空間の
間の気体分離が望まれる場合、気体分離は粉体コラムによって保証される。この粉体コラ
ムは、造形材料の一方の空間から他方の空間への移送経路、従って気体経路が、造形材料
自体によって気密に閉じられることにより作られる。両空間の間の気体分離の代わりに、
両空間の間の定義された気体移行若しくは気体移送を、粉体コラムを相応に形成すること
によって行うことができる。特に、造形材料の移送経路を通って空間を出る気体量、若し
くはこの経路を通って空間内に進入する気体量は適切に影響されることができ、特に調節
又は制御されることができる。以下では気体分離が望まれる例を最初に説明する。これに
関連する説明は、適切な気体移行を行う例に対しても準用される。
【００１２】
　本発明によれば両空間の気体分離のために、追加の部品、特に可動な機械的部品、例え
ば気閘などは使用されない。その代わりに、粉体コラムの形態の粉末造形材料自体が、造
形材料の移送経路を気密に閉じる働きをする。言い換えれば、粉末の移送経路が粉末自体
によって気密に閉じられる。粉体コラムは気体遮断物として用いられる。即ち粉体コラム
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は、気体移送が行われる両空間の間での気体交換を妨げる。
【００１３】
　粉体コラムを用いて気体分離を形成するために、何らかの追加の遮断材料、例えば付加
製造に必要とされない材料が使用されることもない。その代わりに、もともと空間内で必
要とされる、若しくは空間内に移送されるべき造形材料が使用される。この材料は同時に
移送経路の閉鎖材料として、従って空間の間の移行部を閉鎖するために使用される。
【００１４】
　この目的のために、粉体コラムの形成を可能にする移送装置が設けられている。好まし
くは、粉体コラムの形成は、粉末の重力搬送のみに基づいて、即ち、粉末が重力の作用の
結果として落下することによって行われる。この場合、粉末はそれ自体の重量の圧力のみ
を受け、粉体コラム内で相応に圧縮されて所望の気体遮断機能を果たす。次に粉体コラム
は重力の作用だけで下方の出口開口部若しくは排出開口部に向かって滑り落ち、続いて目
標空間に入る。この場合、出口開口部若しくは排出開口部は、閉じた状態で粉体コラムか
ら造形材料が抜け出すのを防ぐことができる閉鎖機構が装備されている。この目的のため
、好ましくは、動力により閉鎖位置から開放位置に、及びその逆に制御可能な閉鎖要素が
設けられている。
【００１５】
　移送装置によって提供される空間の間の移送経路は、粉体コラムによって閉じられる。
移送装置若しくは移送経路は、両空間の間の別個の接続部として構成することができる。
粉体コラムを形成するためには、他の手段と並んで、断面積が一定の又は変化する管、漏
斗及び同種のものが適している。しかし、移送装置若しくは移送経路は、両空間の一方の
空間の一部として設計することもできる。いずれの場合も、空間自体の境界によって、又
は追加の適当な構成手段によって粉体コラムを形成するための定義された空間が提供され
、特に別個の要素で実現する場合には、移送装置は出口開口部若しくは排出開口部と並ん
で定義された供給開口部を有してもよい。
【００１６】
　移送装置はさらに搬送手段を有していてもよく、若しくはそのような搬送手段に接続さ
れていてもよい。そのような搬送手段は、例えば粉末造形材料の供給若しくは排出のため
に、例えば搬送気体による気体圧粉体搬送に用いられる。
【００１７】
　材料移送は、粉末造形材料の導入及び／又は導出、若しくは供給及び／又は排出、若し
くは充填及び／又は放出、若しくは流入及び／又は流出に用いられる。別の表現をすれば
、このようにして行われる材料移送は、例えば貯蔵容器又は配送管から出てプロセスチャ
ンバ又は目標空間に入り、或いはそのようなプロセスチャンバ又は目標空間から出て貯蔵
容器又は搬送管に入るように行われることができる。言い換えれば、本発明によって提案
される材料移送は、粉末導入装置にも粉末導出装置、一般的に言えば粉末供給にも使用す
ることができる。
【００１８】
　粉末造形材料は、任意の適当な材料、特に金属粉又はプラスチック粉であってよい。造
形材料は、粒径０．５ｍｍ未満の微粉末であることが好ましい。使用される粉末が微細で
あればあるほど、材料によって形成される粉体コラムはより密になる。
【００１９】
　気体の分離を保証するために、粉体コラム内では絶えず最小量の造形材料が保持されて
いる。言い換えれば、常に最低レベルの粉体コラムが維持されるように、一方では粉体コ
ラムを造形するための造形材料の供給が、他方では粉体コラムからの造形材料の除去が行
われる。この場合、粉体コラムへの造形材料の追加と、粉体コラムからの造形材料の除去
は非連続的、連続的又は準連続的に行われることができる。
【００２０】
　この場合、粉体コラムの最小高さを保証するための粉末充填高さの調節は、特に両空間
の間の圧力差及び／又は粉末の粒径及び／又はその他のパラメータに依存して行われる。
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適当なレベルセンサを用いて、粉体コラムの充填高さを連続的に又は適当な間隔で監視す
る。充填高さが定義された限度を下回ると、所望の充填値に達するまで粉体コラムが再び
補充される。この場合、粉末充填高さの調節は、粉末の搬送速度を調節することによって
行うのが好ましい。
【００２１】
　粉体コラムの充填高さの監視は、例えばレベルセンサを用いて直接的に、又は例えば粉
体コラムを介して互いに接続された両空間における実際の圧力差を測定することによって
間接的に行うことができる。
【００２２】
　粉体コラムからの造形材料の排出、従って例えばプロセス空間内への造形材料の供給若
しくはプロセス空間からの造形材料の除去は、いかなる場合も特定の充填レベル、即ち最
低充填高さが維持される程度でのみ行われる。同時に、粉体コラムからの造形材料のその
ような除去は、特定のレベル（最低充填高さ＋Ｘ）が存在するか、又はそれに達したとき
に初めて行われる。
【００２３】
　それぞれの場合において気体分離を確実にするために、空間の間の気密性を維持し、粉
体コラムを通る気体の通過、従って両空間の間の気体交換を防止又は最小化する最低充填
レベルが維持される。しかしながら、粉体コラムの充填高さの調節若しくは変更によって
（最も容易に制御可能なのは粉体コラムの定義された限界値の変更によって）、気体分離
を同様に容易に減らし、又は完全になくすことができる。このことは、目標空間の雰囲気
に反応ガスなどの添加又は混合を定義された通りに無圧で供給することを特に簡単な方法
で実現するために、有利に利用できる。言い換えれば、両空間の間の気体交換を妨げるこ
とができるだけでなく、両空間の間の気体交換を制御して調整することもできる。そのよ
うな気体交換の適切な調整は、例えば充填高さが下限値を下回るか、又は充填高さが上限
値を上回ると、すぐに造形材料を補充又は排出することによって粉体コラムの高さを増減
することによって実現される。この場合、充填高さ限界値の代わりに、特に充填高さに対
応する他の限界値、例えば圧力限界値を制御に援用することができる。
【００２４】
　積層造形設備又は造形材料を処理するための設備に、造形材料のための共通供給管若し
くは共通排出管に接続された複数のプロセスチャンバが存在する場合は、同じ設備の内部
で異なるプロセスチャンバ内に異なる雰囲気が存在し得るのみではない。供給管及び排出
管を適当に設計し、空間の気体分離を厳重にするならば、それぞれの管の異なる部分でも
それぞれ異なる雰囲気が存在し得る。
【００２５】
　本発明は、特に積層造形設備への粉末供給に関連して特に有利に適用でき、本発明を用
いて造形材料は本来の造形プロセスが行われるプロセスチャンバ内に搬入され、及び／又
はプロセスチャンバから搬出される。本発明をサブプロセスに適用する場合、目標空間又
は出発空間となるプロセスチャンバは、洗浄チャンバ、混合チャンバ等であってよい。し
かし、本発明は、積層造形の原理で作動しない他の製造設備と組み合わせた造形材料の移
送にも使用可能である。
【００２６】
　本発明によって利用される造形材料の移送経路は、造形材料を目標空間に移送する唯一
の可能な経路であることが好ましい。言い換えれば、設備は、本発明による方式の造形材
料の移送が、造形材料をプロセスチャンバに供給し、若しくはプロセスチャンバから造形
材料を除去するための唯一の可能性であるように設計されているのが好ましい。従って、
システムは特に単純に構成され得る。
【００２７】
　好ましくは、移送経路は、両空間の間の気体移送若しくは気体交換のために唯一存在す
る経路でもある。従って、本発明により移送経路を閉じる粉体コラムは、両空間の間の接
続を気密性若しくは耐圧性を保って閉じる唯一の可能性を表す。このことは、好ましくは
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出口開口部若しくは排出開口部を閉じるために閉鎖機構が設けられている場合も該当する
。言い換えれば、この閉鎖機構は気密性若しくは耐圧性を保つように設計される必要はな
い。
【００２８】
　従来技術から知られているシステムにおいては、２空間間に形成される各粉体コラムが
その性質上これらの空間の間の気体交換に影響を与える、即ち、粉体コラムの高さに応じ
て、気体交換を妨げたり、多かれ少なかれ気体を通過させたりするが、本発明は、該シス
テムと異なり、気体交換に意図せざる恣意的な影響を与えるだけでなく、異なる雰囲気を
有する両空間の間の気体交換に適切に影響を与える目的で造形材料の粉体コラムの高さを
意図的に適切に制御する。
【００２９】
　以下に、本発明の実施の形態について図面を参照しながら詳細に説明する。ここで唯一
の図は、積層造形設備の一部を示している。この図は本発明を縮尺通りに示すものではな
く、単に概略的に、その必須の構成要素のみを示すものである。
【００３０】
　例えばレーザー焼結法によって作動する積層造形設備１は、特別なプロセス雰囲気で満
たされたプロセスチャンバ２を含んでおり、その中にｘｙ平面内に配置された造形プラッ
トフォーム３が設けられており、その上で三次元物体４が、公知の方法で層状に生成され
る。造形材料は適当なプラスチック粉末である。層ｎを製造した後に新しい層ｎ＋１を製
造するために、既に作成されて硬化した層を載せた造形プラットフォーム３は特定の経路
長さだけ下方に移動される。この目的のために駆動装置（図示せず）、例えば電動モータ
が、造形プラットフォーム３のｚ方向の、即ち造形面に対して垂直な運動を発生させるた
めに用いられる。
【００３１】
　積層造形設備１は、造形材料を局所的に加熱して選択的に固化するための放射エネルギ
ーを供給する少なくとも１つの固化放射源５を含んでいる。放射源は、例えばプロセスチ
ャンバ３内に達するレーザー光６を放出するレーザーである。
【００３２】
　積層造形設備１はさらに適用装置（Aufbringeinrichtung）７を含み、これにより設備
の運転時に造形材料は薄い層として造形プラットフォーム３又は既にある造形層に順次適
用及び分配される。適用装置７は、例えばプロセスチャンバ２内に達する、又は造形材料
のための移送経路を介してプロセスチャンバ２と接続された、粉末層を適用するための装
置である。適用装置７には、接続された供給装置を介して粉末造形材料が供給される。供
給装置は、例えば供給管８であり、供給は搬送気体による気体圧粉体搬送によって行われ
る。
【００３３】
　層ｎの固化と、それに続く層ｎ＋のための新しい造形材料の適用との間で、造形プラッ
トフォーム３から過剰な造形材料を除去するようにされてよい。この場合、これに適した
装置（図示せず）が、例えばドクターブレードなどの形態で提供される。いかなる場合も
プロセスチャンバ２は物体４の造形が完了した後で、過剰な若しくは不要な、ばらの造形
材料を含んでおり、それは再びプロセスチャンバ２から除去することができる。この目的
のために、造形材料のための移送経路を介してプロセスチャンバ２と接続された、若しく
はプロセスチャンバ２内に達する除去装置９が設けられている。除去装置９には排出装置
が、例えば排出管１０の形態で接続されており、それを用いて造形材料を搬出でき、これ
も気体圧粉体搬送によって行われる。
【００３４】
　一方では供給装置８及び適用装置７が、他方では移送装置１０及び除去装置９が、それ
ぞれ対応する制御装置（図示せず）と接続されており、制御装置はプロセスチャンバ２へ
の材料の供給及びプロセスチャンバ２からの材料除去を制御する。これらの制御はコンピ
ュータプログラムの形で実施され、コンピュータプログラムがプロセッサを備えたコンピ
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ュータ上で実行されると、制御に関連するステップを実行し、特に粉末供給若しくは粉末
排出の搬送能力を調節する。これは積層造形設備１の中央制御又はプロセスコンピュータ
（図示せず）であることが好ましい。
【００３５】
　積層造形設備１へ粉末を供給するために造形材料を供給する際には、粉末造形材料は重
力の作用のみによって、従ってｚ方向に、第１空間である供給管８から、この第１空間と
空間的に分離された第２空間であるプロセスチャンバ２に順次移送され、これらの空間内
の雰囲気は、例えばそれらの気体組成に関して互いに異なっている。この造形材料の移送
中に粉体コラム１１が形成されて、両空間８、２間の気体交換を妨げる。適用装置７は、
造形材料の移送装置として用いられ、供給装置８を通して適用装置７に造形材料が装填さ
れるとすぐに造形材料が粉体コラム１１を形成するように設計されている。この目的のた
めに、適用装置７は円筒状の筒部１２を含み、この筒部１２内で粉体コラム１１が定義さ
れた方法で作られる。
【００３６】
　積層造形設備１の粉末処分のために造形材料を除去する際には、粉末造形材料は重力の
作用のみによって、従ってｚ方向に、第１空間であるプロセスチャンバ２から、この第１
空間と空間的に分離された第２空間である排出管１０に順次移送され、これらの空間内の
雰囲気も互いに異なっている。この造形材料の移送中に粉体コラム１１が形成されて、両
空間２、１０間の気体交換を妨げる。除去装置９は、造形材料の移送装置として用いられ
、プロセスチャンバ２を通して除去装置９に造形材料が装填されるとすぐに造形材料が粉
体コラム１１を形成するように設計されている。この目的のために、除去装置９は円筒状
の管部分１２を含んでおり、その中で粉体コラム１１が定義された通りに形成される。
【００３７】
　除去された造形材料は次に再生設備（図示せず）で洗浄又はその他の方法で再生し、循
環方式で供給装置８を通して再び製造プロセスに供給できる。この場合、再生設備も本発
明によって作動する移送装置７、９を有することができる。
【００３８】
　両方の場合において管部分１２は、両空間の間の移送経路を画定する。この移送経路を
、粉体コラム１１を用いて気体移送又は気体交換に対して閉鎖可能であるが、同時に造形
材料の空間から空間への移送を可能にする。両方の場合において管部分１２は出口開口部
若しくは排出開口部１３で終わり、それを通って造形材料はさらに移送される。この開口
部１３は、それぞれ非耐圧性の閉鎖要素１４によって閉鎖可能である。管部分１２は円筒
形である必要はなく、例えば漏斗の形態（切頭円錐形）をした別の実施形態も可能である
。
【００３９】
　両方の場合において、即ち粉末供給の場合も粉末処分の場合も、粉体コラム１１の高さ
は幾つかのレベルセンサ（図示せず）によって監視され、制御によって変更可能であり、
その際に空間の間で気体交換が生じないように充填レベルが調整される。このことは粉体
コラム１１への粉体材料の供給及び粉体コラム１１からの粉体材料の搬出が絶えず制御さ
れて、常に粉体コラム１１の最低充填高さが保証されることによって達成される。この目
的のために制御装置は、供給管８及び排出管１０内の気体圧粉体搬送と、閉鎖要素１４の
電動駆動を調節する。この場合、確実な気体分離のためのそれぞれの最低充填高さは、と
りわけ両空間の間の圧力差に依存する。この理由で、制御装置に接続された適当な圧力セ
ンサ（図示せず）を設けることができる。次いで制御装置は、造形プロセスに必要とされ
るプロセスチャンバ２に供給すべき材料の量、空間の間の圧力差及びその他のパラメータ
、例えば使用される造形材料の粒径を考慮して、必要な最低充填高さを決定し、積層造形
設備１の運転中に粉体コラム１１に造形材料を補充するための相応の制御命令及び／又は
粉体コラム１１から造形材料を除去するための制御命令によって、この充填高さが絶えず
維持されることを確実にする。必要に応じて両空間の間の適切な気体交換を可能にするた
めに、粉体コラム１１の高さを限定的に変更、特に減少させることもできる。
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【００４０】
　説明、以下の特許請求の範囲及び図面に示されたすべての特徴は、単独でも、互いに任
意に組み合わせても本発明にとって必須であり得る。
【符号の説明】
【００４１】
１　　積層造形設備
２　　プロセスチャンバ
３　　造形プラットフォーム
４　　物体
５　　放射源
６　　レーザー光
７　　適用装置
８　　供給装置、供給管
９　　除去装置
１０　　排出装置、排出管
１１　　粉体コラム
１２　　管部分
１３　　開口部
１４　　閉鎖要素

【図１】
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【国際調査報告】
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